
評価機関 評価の対象となる福祉サービス事業者

　　　　
　　　

　　　
　　　

　　＊　事業評価（自己評価）において、全職員
　　　　による各自自己評価を省略する場合は、
　　　　評価機関からの事業評価の集計・分析
　　　　結果の送付不要　　　　　

　　評価結果（案）の確認
　　＊　報告会において、事実誤認等が
　　　認められる場合には、双方の合意に
　　　基づき、内容を修正することも可能

　　　　　　　　

一件の福祉サービス第三者評価の流れ
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申込受付 評価機関の情報収集等の上、受審申込

契約締結

実施に向けての打合せ

職員への説明

利用者（家族等）への説明

利用者調査の実施・調査票の回収
　・　サービスの種類により次の方式（無記名
　　とします。）で行います。
　　　　アンケート方式
　　　　聞き取り方式

 ＊　保護者を利用者調査の対象とするサービ
　　スや、家族に利用者本人の立場に立って
　　回答していただくサービスもあります。

事業所プロフィール及
びその他資料の提出

事業評価（自己評価）の実施
　　・　経営・運営幹部対象（合議による自
　　　己評価）
　　・　職員対象（原則として、全職員によ
　　　る各自自己評価（経営・運営幹部の
　　　合議による自己評価に全職員が参
　　　加することができる場合は省略可）。
　　　無記名で行います。）

事業評価（自己評価）の回収

評価するための集計・分析
　・　事業所プロフィール及びその他資料等
　　により、事業所が目指していることや特
　　徴の確認
　・　利用者調査票の集計・分析
　・　事業評価（自己評価）の集計・分析
　　　　経営・運営幹部用
　　　　職員用

集計結果及び
訪問調査で確認や質問したいことの一覧の受領

評価調査者２名以上による訪問調査の実施
　次により、評価項目の実施状況等を確認します。
　　・ケア場面の観察
　　・経営・運営幹部、現場職員との面接（十分な対話）
　　・記録等の書面

評価調査者の合議による評価結果（案）の決定 評価結果報告書（案）の受領

評価結果報告会の開催

評価結果を県へ報告
評価結果の自
己開示

　サービスの質の向上
に向けての取組

　事業者の公表の同意が得られた場合は、評価
結果（事業者コメントを含む。）をWAM　NET
で公表

評価結果公表の同意

第三者評価結果に対する事業
者

経営・運営幹部への説明


